
ＯＴＣ類似薬の保険適用外しの撤回を求める意見書 

 

今年６月１３日、政府は「骨太の方針２０２５」で、ＯＴＣ類似薬の保険給付のあり方を検討

し、早期に実現が可能なものについて、２０２６年度から保険適用外しを実行することを決定し

ました。政府はその理由を「持続可能な社会保障制度のための改革を実行し、現役世代の保険料

負担を含む国民負担の軽減を実現するため」としています。 

「ＯＴＣ医薬品」のＯＴＣとは「Over The Counter」の略で、薬局で医師の処方箋なしに購入

できる市販薬のことです。一方、「ＯＴＣ類似薬」とは医師が処方した薬のことで、成分や効果は

市販薬と同じでも、保険適用のため自己負担１～３割で購入できます。 

現在、子どもから大人まで多くの方がアレルギー疾患や難病などの慢性疾患で、医師の処方に

より薬を服用し症状の軽減を図り、日常生活を送っています。アレルギー疾患で通院と処方薬が

欠かせない２人の小学生を抱えるある保護者は、「保険から外れたら、年間で６万円もかかる。せ

っかく通院医療費が無料になったのに・・・。」「保険外しが子育て世代を直撃するのに『現役世

代の負担軽減』なんておかしいです」と声を上げています。 

ＯＴＣ類似薬は日常生活の質に直結するため患者にとって非常に重要です。治療に不可欠な薬

が保険適用外となれば、治療内容は薬を「買える力」の有無で左右されてしまいます。軽症だか

らと自己判断で市販薬を服用した場合、重大な疾患がかくれていた時には症状の悪化を招くこと

も考えられます。長期に見れば、受診抑制で疾患の重症化を招き、医療費がかえって増大する

だけでなく、患者の命と健康に多大な影響を及ぼすことになります。 

日本医師会は反対を表明し、患者会などが保険適用の存続を求めて政府に申し入れるな

ど、反対運動が広がっています。 

国に対し、早急にＯＴＣ類似薬の保険適用外しの計画を撤回することを求めます。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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